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【問題と目的】
	 仕事もせず、学校にも在籍していないが、自室
に引きこもっているわけでもない、いわゆる「何
もしていない」若者が増えていることが、近年社
会問題となっている。
	 玄田ら（2004）は「ニート～フリーターでも
なく失業者でもなく～」（玄田有史・曲沼美穂，
2004）の中で、このような「何もしていない若
者」を「日本版ニート」として紹介した。もとも
と、イギリスの労働政策において、雇用や教育・
就業訓練などに包括されない層の若者たちを把握
するカテゴリーとして用いられた「NEET；Not 
in Education, Employment or Training；ニート」
という概念が、日本に「輸入」されたのである。
2004年、厚生労働省は「ニート」ではなく「若年
無業者」という名称を用い、2003年度の若年無業
者数は52万人と発表、それによって若年者雇用を
めぐる問題への注目が一段と高まった。
	 日本において「ニート」と「若年無業者」とは
ほぼイコールと認識されているが、厳密には同義
ではない。「若年無業者」とした場合、「現在仕事
に就いていない若年者」と大きな集団を示すのに
対し、「ニート」といった場合は「現在仕事に就い
ておらず、就職活動を行っていないもの、あるい
は就職動機を持たないもの」と「就職活動をして
いるか」という観点から分類を加えた集団となる。
	 2004年７月に、内閣府は若年無業者の実態調査
を行っている。ここでの「若年無業者」の定義は、
「（１）高校や大学などの学校および予備校・専修
学校などに通学しておらず、（２）配偶者のいな
い独身者であり、（３）ふだん収入を伴う仕事を
していない15歳以上、34歳以下の個人」となって
いる。さらに、就業希望を表明しているか、求職
活動を行っているかに応じて、「求職型」「非求職
型」「非希望型」の３つに分類することができる。
それぞれの詳しい定義を表１に示す（青少年の就
労に関する研究会，2004）。
	 本研究では「ニート」ではなく、「若年無業者」
という呼称を用いることとする。なぜならば、今
回の調査協力者たちが、「自立支援団体」と「地
域若者サポートステーション」のいずれか、ある
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表１ 若年無業者とその類型についての定義 
（青少年の就労に関する研究会「若年無業に関する調査（中間報告）」，2004）
呼称 定義 
 無業者（通学、有配偶者を除く）のうち、就業希望を表明し、求職活動をしている個人。 
 無業者（通学、有配偶者を除く）のうち、就業希望を表明しながら、求職活動はしていない個人。

  無業者（通学、有配偶者を除く）のうち、就業希望を表明していない個人。 
いは両方を利用する者であり、「自立」「就労」に
関して自ら動機づけを持っている「求職型」ある
いは「非求職型」に分類される層だからである。
	 本研究では、「(1)高校や大学などの学校および
予備校・専修学校などに通学しておらず、(2)配
偶者のいない独身者であり、(3)ふだん収入を伴
う仕事をしていない15歳以上34歳以下の個人」で
あり、「求職型」「非求職型」に分類される若者を
「若年無業者」と定義する。
	 若年無業者に関する研究は、経済学や社会学の
分野において、若年無業者の実態把握と増加要因
の検討を目的として始められた。例えば前川ら
（2005）は、若年無業者の６割以上が保護者と同
居しており、経済的な援助を受けて生活している
ことを明らかにし、また、北尾ら（2005）は税金
未納傾向にある若年無業者の国家財政への影響や、
彼らが高齢化した際、年金受取額が減少し、その
結果生活保護費が増えるなどの将来的なコストを
発生させる可能性があると指摘している。
	 若年無業者への支援が盛んになる一方で、若年
無業者の質的側面に着目した研究もなされるよう
になってきた。太田（2004）が行った無業化する
要因についての研究や、社会生産性本部（2007）
による無業に陥る過程や実際に受けた支援につい
て等の聞き取り調査などがその例に挙げられる。
	 このように、ここ数年で若年無業者に対する関
心は飛躍的に高まったものの、先行研究の多くは
若年無業者という集団の社会的影響力について
扱ったものであり、また、実態調査においても「現
在無業状態」になっている者にアプローチした研
究が少ない。さらには、2003年ごろから急速に増
加した若年無業者支援施設において、「相談員」
が大きな役割を果たしているにもかかわらず、若
年無業者の心理的側面に着目した研究も少ない。
	 本研究のテーマの設定には、筆者の一人が就労
支援施設において若年無業者と関わった経験が大
きく関与している。彼らと関わる中で、「働くに
は何ができることが必要なのか」という「職業能
力」に関する不安がしばしば聞かれた。実際に支
援している支援者側も、具体的に彼らがどのよう
な能力を重視し、求職活動を行おうとしているの
か把握できていないことも多かった。
	 また、職場での対人関係、とりわけソーシャル
サポートを受けられるかということに関する不安
も多く聞かれた。これに関して佐野（2006）は若
年者の就業意識に関する研究の中で、「職場でう
まく人間関係が築けるか不安」と答えた若年者が
近年増加傾向にあることを指摘している。そこで、
本研究の目的を次のように設定した。
目的：若年無業者が重要と感じる職業能力の傾
向と職場でのソーシャルサポートを重視する傾
向について調査し、両者の関係性を探る。
	 これに加え本研究では、彼らの性別・就労経験
の有無・未就労期間・自立支援施設利用期間など
についても調査し、目的と絡めて彼らの「現状」
を明らかにする。
【方 法】
１．調査対象
	「自立支援団体」と「地域若者サポートステー
ション」のいずれか、あるいは両方を利用する者
であり、現在求職活動を行っていない者であった。
今回は、自主的に自立支援施設に通所している者
を「就労動機がある」と見なした。
２．調査実施時期および手続き
	 2007年８～ 10月に質問紙調査を実施した。各
支援施設で行われている就労に向けてのセミナー
に参加した利用者を対象に、各種セミナー終了後
「アンケート」と命名した質問紙を配布し、回答
が終了した者から調査者に手渡しで提出してもら
う形をとった。なお、調査協力者に心理的負担を
与えないよう、いずれの調査時においても丁寧に
教示をおこない、質問への回答が途中であっても、
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いつでも回答をやめることができることを伝えた。
また、全調査協力者の回答が終了するまで、調査
者・セミナー講師は同室で待機した。
３．質問紙の構成
１）フェイスシート
	 年齢・性別・過去の就業経験の有無・最後に働
いていた時期・各自立支援施設利用期間について
たずねた。
２）若年者のための職業能力評価尺度短縮版
	 室山（1999）の「若年者のための職業能力評価
尺度」54項目中、８下位尺度のそれぞれに因子負
荷量が高いものから順に５項目ずつ採用した合計
40項目を「若年者のための職業能力評価尺度短縮
版」とした。具体的な項目は表２に示す。「あな
たが仕事をするときを思い浮かべてください。次
に挙げる事柄は、あなたが仕事をしていくうえで
どのくらい大切であると思いますか」という教示
のもと「１．全然大切ではない」～「５．非常に
大切である」の５件法でたずねた。
３）ソーシャルサポート重視傾向尺度
	 小牧・田中（1993）の「職場用ソーシャルスキ
ルサポート尺度」を用いた。この尺度は１因子構
造13項目からなる。教示文を「上司」から「同僚」
に変化させた13項目に対し、「あなたが仕事をす
るときを思い浮かべてください。一緒に仕事をす
る同僚が次のことをしてくれることは、あなたが
仕事をする上でどのくらい大切であると思います
か」とたずねた。本研究ではこれを「ソーシャル
サポート重視傾向尺度」とする。回答は、若年者
のための職業能力評価尺度短縮版と同様の５件法
でたずねた。
【結 果】
１．調査協力者の属性
１）フェイスシート項目
	 今回の調査における有効回答数は75名であり、
そのうち男性が54名、女性が18名、無記入が３名
であった。就労経験がある者は56名、ない者は
７名、無記入は12名であった。調査協力者の平
均年齢は27.9歳（SD=5.15）であり、最年少は18
歳、最年長は43歳であった。未就労期間の平均は
27.02 ヶ月（約２年２ヶ月）であり、最短で２ヶ月、
最長で96 ヶ月（約８年）であった。自立支援施
設利用期間は平均で6.05 ヶ月であり、最短で１ヶ
月未満、最長で46 ヶ月（約４年）であった。
２）年齢と未就労期間との関連
	 今回の調査対象者の年齢には18歳から43歳まで
開きがあったため、年齢の平均値27で調査協力者
を２群に分け、それぞれを「年齢高群」・「年齢低
群」とし、未就労期間、自立支援施設利用期間の
平均値の差の検定を行った。
	 まず、未就労期間について、年齢高群の平均は
20.10 ヶ月、年齢低群の平均は32.84 ヶ月であり、
年齢高群のほうが低群に比べて未就労期間が短い
傾向にあることが明らかとなった（t(37)=1.94,	
p＜.10）。年齢高群と低群の平均自立支援施設利
用期間には有意な差が認められず、支援施設利用
期間の長さに年齢の高低は関連していないことが
明らかとなった。
２．若年者のための職業能力評価尺度
１）職業能力評価尺度の構造（因子分析の結果） 
	 因子分析を行う前段階として、天井効果、フロ
ア効果の確認をしたところ、天井効果を示す項目
が多かった。平均 + SD≧5の項目を削除して因子
分析（主因子法・プロマックス回転）を行ったが、
８因子構造とは異なり７因子構造を示し、因子行
列も既存のものとは大きくかけ離れてしまった。
天井効果を示した項目を戻し、再度因子分析（主
因子法・プロマックス回転）を行なったが、同様
に７因子構造を示した。さらに最尤法・プロマッ
クス回転を行なった結果、８因子構造を示したが、
項目数も既存の因子構造とは異なり、項目内容も
既存のものとは大きくかけ離れてしまった。
	 そこで天井効果による因子の削除を行わずに、
各８因子それぞれの尺度の α係数を算出すると、
どの項目も α ≧.60を示し、信頼性が保証された。
重要な項目が削除されてしまうのを防ぐために、
今回は因子分析を行なわずに、既存の尺度得点を
分析の対象とし、「とても大切だと思う」を５点、
「大切だと思う」を４点、「どちらともいえない」
を３点、「あまり大切だと思わない」を２点、「全
然大切だと思わない」を１点として得点化した。
	 各８職業能力において、各５下位尺度得点の合
計値を算出し、各職業能力の尺度得点平均値を算
出した。これらを「職能評価得点」とする。
２）各職能評価得点間の関係
	 若年無業者全体において８つの職能評価得点
間に差が見られるかについて、各得点間の平均
値の差の検定を行った。８つの職能評価得点
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表２ 各職能評価得点間の関係（分散分析の結果）
職業能力 Mean(SD) 項目番号・内容 各項目のMean（SD） 
Ⅰ.交渉・指導力 3.57(.79) 
１. 自分の意見や考えを説明する ２. グループのリーダーになる ３. 大勢の前で話したり演説する ４. 人を指導する ５. 指図する 
4.32（0.77） 3.65（1.00） 3.38（1.16） 3.38（0.98） 2.93（1.09） 
Ⅱ.物を扱う能力 3.22(.85) 
６. 機械や道具、工具を操作したり扱う。７. ものを分解したり組み立てる。 ８. プラモデルを作る。 ９. 道具を使って、ものを作る。 10. ものを修理・修繕する。 
4.05（0.90） 2.91（1.21） 3.73（1.00） 3.16（1.13） 3.14（0.98） 
Ⅲ.身体能力 3.86(.67) 
11. スポーツをする。 12. 力仕事をする。 13. 健康である。 14. 体力がある。 15. 持久力がある。 
3.29（1.04） 3.97（1.04） 3.18（1.11） 3.40（1.09） 3.41（1.15） 
Ⅳ.情報処理能力 3.11(.80) 
16. 文章を書く。 17. 文章を読む。 18. 文章を理解する。 19. 長い文章の要約を作る。 20. 情報を分析する。 
3.83（1.04） 3.45（1.13） 2.50（1.23） 4.57（0.81） 4.23（0.99） 
Ⅴ.創造力 3.11(.78) 
21. イラストや漫画をかく。 22. 美術品を鑑賞したり評価する。 23. 小説やお話を書く。 24. 絵を描く。 25. ものをデザインする。 
3.15（1.06） 3.18（1.14） 3.45（0.98） 3.95（1.14） 3.59（1.08） 
Ⅵ.企画・実行力 3.35(.79) 
26. 計画を立てる。 27. イベントを企画する。 28. 旅行のプランを立てる。 29. 旅行の手配をする。 30. パーティや宴会の幹事をする。 
3.44（1.04） 4.09（1.03） 3.43（1.09） 3.00（1.12） 3.05（1.04） 
Ⅶ.数的処理能力 3.34(.79) 
31. 算数や数学の応用問題を解く。 32. 計算する。 33. 家計簿や帳簿をつける。 34. 簡単な暗算を行う。 35. 数字を記憶する。 
3.51（1.11） 4.42（0.99） 3.29（1.01） 3.31（1.13） 4.00（1.16） 
Ⅷ.他者理解能力 4.08(.73) 
36. 人の世話をする。 37. 人を援助する。 38. 共同作業をする。 39. 相手の話を理解する。 40. 相手の気持ちを理解する。 
3.95（1.01） 3.25（1.00） 2.99（1.10） 3.28（1.25） 4.41（1.03） 
【各職能評価得点間の関係】 Ⅷ≫Ⅲ≫Ⅰ・Ⅴ・Ⅵ，Ⅰ≫Ⅳ・Ⅶ，Ⅰ＞Ⅱ ≫：１％水準で有意，＞：５％水準で有意。 
間には１％水準で有意な差が認められたため
（F(7,476)=33.88, p＜.01）、Bonferroni に よ る
多重比較を行った。多重比較の結果明らかとなっ
た、各得点間の関係を表２に示す。「他者理解能力」
得点は、他のすべての職能評価得点よりも有意に
高く、次いで「身体能力」得点が高かった。「交渉・
指導力」得点は、「情報処理能力」「数的処理能力」
「物を扱う能力」得点よりも有意に高かった。
３）職能評価得点と属性の関連
（１）性差
	 各職能評価得点に性差が見られるかどうかの
検定を行った。結果を表３に示す。
	 検定の結果、「交渉・指導力」において１％
水準で有意差が見られ、「企画・実行力」にお
いて５％水準で有意差が見られた。したがって
男性のほうが女性に比べて、職場において「交
渉・指導力」「企画・実行力」を重要と考えて
いることが明らかとなった。
	 就労経験の有無によって各職能評価得点に差
があるかをみるために、平均値の差の検定を
行った。結果、「他者理解能力」においてのみ、
５％水準で有意な差が見られた。これより、就
労経験を持たない者のほうが、持つ者よりも「他
者理解能力」を重要と考える傾向にあることが
明らかとなった。
（２）各職能評価得点と、年齢・未就労期間・自
立支援施設利用期間との関連
	 年齢・未就労期間・自立支援施設利用期間と
各職能評価得点との関連をみるために、相関係
数を算出した。結果を表４に示す。
	 年齢と各職能評価得点は、い
ずれも相関関係を示さなかった。
したがって、年齢を重ねること
と、それぞれの職業能力を重要
と感じるかの間には、関連性が
見られないことが明らかとなっ
た。
	 未就労期間の長さとの関連を
検討したところ、「交渉・指導
力」と１％水準で有意な負の相
関を示し、「企画・実行力」と
５％水準で有意な負の相関を示
した。したがって、若年無業者
には、未就労期間が短いほど「交
渉・指導力」や「企画・実行力」
を重要と考える傾向があること
が明らかとなった。
	 自立支援施設利用期間の長さ
との関連を検討したところ、「数
的処理能力」と５％水準で有意
な負の相関を示した。よって自
立支援施設利用期間が短いほど、
「数的処理能力」を重要と考え
る傾向があることが明らかと
なった。
３．ソーシャルサポート重視傾向
と属性との関連
	 ソーシャルサポート重視傾向得
点の算出も職能評価得点と同じく
「とても大切だと思う」を５点、「大
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表３ 男女別に見た職能評価尺度得点の平均値
 性別 Mean SD ｔ値（df） 就労経験の有無 Mean SD ｔ値（df） 男性 3.77 .65 3.61** あり 3.61 0.71 1.54** 交渉・指導力 女性 3.09 .81 （66） なし 4.00 0.36 （63） 男性 3.33 .76 1.30 あり 3.34 0.76 1.26 物を扱う能力 女性 3.04 .93 （66） なし 2.94 0.73 （62） 男性 3.97 .57 1.29 あり 3.97 0.59 1.76 身体機能 女性 3.76 .72 （68） なし 3.71 0.25 （65） 男性 3.13 .77 -.13 あり 3.19 0.73 .80 情報処理能力 女性 3.16 .73 （66） なし 2.83 0.58 （63） 男性 3.13 .77 -.13 あり 3.19 0.73 .80 創造力 女性 3.16 .73 （66） なし 2.83 0.58 （63） 男性 3.51 .68 2.15* あり 3.46 0.71 1.75* 企画・実行力 女性 3.09 .84 （67） なし 3.31 0.36 （64） 男性 3.44 .86 1.35 あり 3.37 0.83 .14 数的処理能力 女性 3.13 .75 （68） なし 3.03 0.76 （65） 男性 4.23 .54 1.40 あり 4.15 0.65 2.61* 他者理解能力 女性 3.90 .94 （21.1） なし 4.49 0.25 （64） 
**ｐ＜.01，*ｐ＜.05 
表４ 職能評価尺度得点と年齢・未就労期間・施設利用機関との相関
表５ ソーシャルサポート重視傾向尺度得点と各職能評価尺度得点との相関係数
 交渉・ 指導力 物を扱う 能力 身体機能 情報処理能力 創造力 企画・実行力 数的処理 能力 他者理解 能力 年齢 -.03** -.15 -.12 -.06 -.06 -.05* -.03* -.03 未就労期間 -.42** -.12 -.11 -.25 -.25 -.33* -.24* -.27 施設利用期間 -.07** -.04 -.18 -.05 -.05 -.10* -.27* -.14 **p＜.01，*p＜.05 
  交渉・ 指導力 物を扱う能力 身体機能 情報処理能力 創造力 企画・実行力 数的処理 能力 他者理解能力 ソーシャルサポート 重視傾向尺度得点  .47** .45** .66** .39** .39** .52** .48** .43** **p＜.01，*p＜.05 
切だと思う」を４点、「どちらともいえない」を
３点、「あまり大切だと思わない」を２点、「全然
大切だと思わない」を１点として得点化した。
	 ソーシャルサポート重視傾向得点とフェイス
シート項目との関連を検討するために、年齢・就
労経験の有無との関連については平均値の差の検
定を、年齢・未就労期間・自立支援施設利用期間
との関連については相関関係の有無を確認した。
	 ソーシャルサポートを重視する傾向に、性差や
就労経験の有無による有意な差は見られず、また、
年齢、未就労期間、自立支援施設利用期間との間
にも、いずれも有意な相関は見られなかった。
４．ソーシャルサポート重視傾向と各職能評価得
点との関連
	 調査協力者のソーシャルサポート重視傾向得点
と、各職能評価得点との相関係数を算出したとこ
ろ、表５に示すような結果が得られた。
	 ソーシャルサポート重視傾向得点とすべての
職能評価得点の間には、１％水準で有意な正の
相関関係が見られた。これより、ソーシャルサ
ポート重視傾向が高いほど、各職業能力を重要
と思う傾向も強くなるということが明らかと
なった。
５．クラスタ分析による職業能力評価の型と
ソーシャルサポート重視傾向
	 各職能評価得点とソーシャルサポート重視傾
向得点との間に正の相関関係があることが明ら
かになったので、８つの職能評価得点を重視す
る傾向の強さとソーシャルサポートを重視する
傾向との関連を調べるために、８つの職能評価
得点を用いて、Word 法によるクラスタ分析を
行った。結果、３つのクラスタ
を得た。
	 第１クラスタは、８種類の職
能評価得点すべてが中程度であ
り、８種類の職業能力すべてに
対し中程度の重要性を感じてい
るという特徴が認められた。
	 第２クラスタは、８つの職能
評価得点すべてが高く、８種類
の職業能力すべてを重要と感じ
ているという特徴が認められた。
	 第３クラスタは、８つの職能
評価得点すべてが低く、８種類
の職業能力すべてをあまり重要
と感じていないという特徴が認められた。
	 第１クラスタには39名、第２クラスタには12名、
第３クラスタには17名の調査協力者が含まれてい
た。得られた３つのクラスタを独立変数、８つの
職能評価得点を従属変数とした分散分析を行った
結果を表６に示す。
	 職能評価重視傾向を分類した３つのクラスタに
よってソーシャルサポート重視傾向得点が異なる
かどうかを検討するために、クラスタを独立変数、
ソーシャルサポート重視傾向得点を従属変数とし
て、分散分析を行った結果を表７に示す。
	 分散分析の結果、群間の得点差は１％水準で有
意であった（F(2,65)=13.27，p＜.01）。Tukey
の HSD 法（５％水準）による多重比較をおこなっ
たところ、第３クラスタと第１クラスタ、第３ク
ラスタと第２クラスタの間に、有意な差が見られ
た。
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表６ クラスタ分析
表７ ８つすべての職業能力評価重視傾向とソーシャルサポート重視傾向得点の関連
 ����（��� Ｆ値���� ���� ����������� � � � 交渉・指導力 3.77(.54) 4.20(.41) 2.70(.75) 28.65 ** ３＜１＝２ (2,66)  ｐ＜.01 物を扱う能力 3.31(.58) 4.07(.54) 2.40(.84) 24.36 ** ３＜１＜２ (2,66)  ｐ＜.01 身体能力 4.02(.38) 4.50(.39) 3.10(.72) 31.84 ** ３＜１＜２ (2,66)  ｐ＜.01 情報処理能力 3.10(.65) 3.80(.57) 2.30(.71) 19.78 ** ３＜１＜２ (2,66)  ｐ＜.01 創造力 3.20(.65) 3.80(.57) 2.34(.71) 19.78 ** ３＜１＜２ (2,66)  ｐ＜.01 企画・実行力 3.39(.44) 4.34(.36) 2.58(.71) 43.84 ** ３＜１＜２ (2,66)  ｐ＜.01 数的処理能力 3.36(.58) 4.47(.39) 2.54(.84) 33.37 ** ３＜１＜２ (2,66)  ｐ＜.01 他者理解能力 4.33(.49) 4.58(.30) 3.36(.78) 24.02 ** ３＜１＝２ (2,66)  ｐ＜.01 
**p＜.01，*p＜.05 
    第1クラスタ 第2クラスタ 第3クラスタ Ｆ検定 
Ｎ 12 39 17 Ｆ値＝13.27 Mean 57.25 52.67 43.71 df＝2，65 ソーシャルサポート重視傾向尺度得点 SD 6.60 5.50 11.10 ｐ＜.01 
注：TukeyのHSD法による多重比較の結果、５％水準で、第３クラスタ＜第 2クラスタ・第１クラスタとなった。 
	 以上の結果から、就業場面において８つの職業
能力をあまり重視しない若年無業者（第３クラス
タ）は、８つの職業能力を中程度重視する者や８
つすべてを重視する者に比べて、職場における
ソーシャルサポートを重視しない、という結果が
得られた。
【考 察】
１．若年無業者の実態
	 今回の調査における質問紙の回収数は80部で
あったが、そのうち分析可能な有効回答は75部で
あった。内訳としては、男性が54名、女性が18名、
無記入が３名であった。
	 就労経験について、75名中56名、全体の74.6％
が現在までに何らかの形で就労した経験を持って
いた、という結果が得られた。玄田ら（2004）は、
若年無業者の６割は一度も就労経験がないとして
いるが、今回の結果はそれを反映したものではな
かった。その理由として、今回の調査は、社会生
産性本部が行った調査同様、自立支援施設を利用
している若者たちであり、玄田らが示している若
年無業者とは、厳密には異なる集団であったこと
が指摘できる。その裏付けとして、社会生産性本
部（2007）の調査によれば、全国の自立支援施設
に通所している若年無業者で就業経験がある者の
割合は79.0％に達しており、今回の調査結果はこ
れとほぼ同じ割合であったと言える。これより若
年無業者は、離職後のサポート源として、自立支
援施設を利用していると考えられる。
	 しかし注目すべきは、雇用形態に関わらず賃金
の発生する活動を行ったことがないと明確に表示
した者が７名存在し、「書きたくない」という意
思を示した者が12名存在した、ということである。
もし、「書きたくない」という意思を示した者が
現在まで就労経験がない者であると仮定すると、
調査協力者75名中19名が一度も就労したことがな
いという可能性もある。
	 最年少と最年長の年齢差が開いていることも気
になる点である。年少者ほど未就労期間が長い、
という結果から、利用者の年齢別支援の必要性も
示唆される。
	 今回調査した若年無業者
の平均未就労期間は、2.2
年であった。社会生産性本
部（2007）の調査によると、
全国の若年無業者の未就労
期間は「１年未満」が最も
多い41.1％とされているが、
今回の調査協力者は全体に
比べて未就労期間が長いと
いうことになる。また、最
長の者で８年間無業状態と
なっているものがいること
が調査の結果明らかとなり、
「若年無業者」や「ニート」
という言葉が世間で広く知
られるようになる以前から、
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無業状態の若者が存在していたことの証拠といえ
るだろう。
	 自立支援施設利用期間は、平均で６ヶ月である。
今回調査協力を依頼した自立支援施設では、支援
期間の目処を３ヶ月と設けているが、平均は６ヶ
月となっており、滞留者が多いことが指摘できる。
２．職業能力重視傾向について
１）重視する職業能力の全体的な特徴
	 今回取り上げた８つの職業能力に関して、重視
傾向にあった「他者理解能力」「交渉・指導力」
に共通するのは、対人場面で発揮される能力であ
るということである。若年無業者は、対人関係に
不安を抱きやすい傾向があることは先行研究でも
述べた。彼らは対人関係に不安を抱きやすいが、
それを「いらないもの」とは捉えず、むしろ「重
要なもの」と考えている傾向があるといえる。反
対にあまり重要ではないと感じている能力は、一
人でこなす作業を行う際に重視されるものである。
彼らは人と関わるという力を重要と感じつつもそ
れを習得することよりも、それらを極力用いない
で行う仕事を求めているとも考えられ、またそこ
で用いられる能力は、あまり重要ではないと考え
ていることが明らかとなった。
２）若年無業者の属性と職業能力重視傾向
	 サンプルに偏りはあるものの、今回の調査協力
者では、男性の方が女性よりも、「交渉・指導力」
「企画・実行力」という２つの能力を、職業場面
において重要と考える傾向にあることが明らかと
なった。就労経験の有無は、「他者理解能力」に
影響を及ぼしており、就労経験のない者の方があ
る者よりも「他者理解能力」を重視している傾向
が強いという結果も得られた。就労経験のない者
は、社会参加の機会も少なかった可能性が考えら
れ、より「他者理解能力」を重視する傾向が見ら
れたものと考えられる。その他、年齢はどんな職
業能力を重視するかには影響しないことが明らか
となり、どのような就労経験をもっているかなど、
他の要因が関連していることが考えられる。また、
未就労期間が短い者ほど「交渉・指導力」「企画・
実行力」を重要と考える傾向があり、自立支援施
設利用期間が短い者ほど「数的処理能力」を重視
する傾向があることが明らかとなった。未就労期
間が短いからといって就労期間が長いとは限らな
いが、何らかの仕事をしていた際の実感が、「交
渉・指導力」や「企画・実行力」は仕事をする上
で重要と感じることに影響したものと考えられる。
また、施設利用期間の短い者ほど「数的処理能力」
を重視する傾向があった。「数的処理能力」には、
「算数や数字の応用問題を解く」「計算する」など、
「数学的な能力」について言及している項目が含
まれる。
３．ソーシャルサポート重視傾向の特徴
	 ソーシャルサポート重視傾向には、今回のフェ
イスシートで回答を求めた項目、性別・就労経
験・年齢・未就労期間・自立支援施設利用期間と
の関連は見出せなかった。これより、今回のフェ
イスシート項目で回答を求めたものとは違った要
因、例えば、個人がもともと持っているソーシャ
ルサポートを受けることを求める傾向の強さなど
が、影響を及ぼしているものと考えられる。
４．重視する職業能力の傾向とソーシャルサポー
ト重視傾向との関連
	 ソーシャルサポートを重視する傾向が強い者
は、今回調査に用いた８つの職業能力も重視する
傾向が強い、という結果が得られた。また、８つ
の職業能力すべてを満遍なく重視する傾向がある
調査協力者は、ソーシャルサポートも重視しやす
い傾向にあり、８つの職業能力のいずれに関して
も重視する傾向が低いグループは、ソーシャルサ
ポートもあまり重視しない傾向にあることが明ら
かとなった。これらより、さまざまな職業能力を
重視する傾向とソーシャルサポート重視傾向は密
接な関係にあると考えられる。多くの能力を重視
するものは同僚からのソーシャルサポートを重視
しているという結果は、さまざまな点に興味関心
を持っているため人からのサポートも求める、と
いう望ましい傾向を示しているのかもしれないが、
一方で、自分がどの分野のどのような仕事に就き
たいという、明確な目標や方向性を見出せていな
いために、「とりあえず何でもできたほうがよい
のではないか」と考え、その中の一つとして「援
助を受けること」も重要と考えている可能性も否
定できない。
５．まとめ（全体的考察）
	 今回の調査協力者には、男性が多いという傾向
が見られ、ほとんどが就労経験をもっており、各
自立支援施設は離職後の支援の場としての意味合
いが強いことが明らかとなった。今回調査した若
年無業者の平均年齢は27.9歳で、自立支援施設の
対象年齢（15歳以上34歳未満）と照らし合わせて
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みると平均年齢は高い傾向にあり、若年無業者へ
の早期介入は、政府の行う様々な対策事業との兼
ね合いから見ても、重要なテーマであると考えら
れる。また、今回この対象年齢を超えてしまって
いる者の存在が認められ、支援施設が掲げる定義
づけと実態に差が見られることが明らかとなった。
	 今回調査を行った自立支援施設を利用する若年
無業者の平均未就労期間は、2.2年であるが、無
業期間が最長で８年という調査協力者がおり、個
別支援の必要性が示唆される。自立支援施設利用
期間は平均で６ヶ月であったが、最長で４年とい
う者もいたことから、滞留者の多さが指摘できる。
	 今回の調査で明らかとなった結果に関しては、
従来の調査結果と大幅に食い違う結果は見られず、
今回の調査協力者である若年無業者たちは、全国
の自立支援施設を利用する若年無業者と同質の傾
向を持つ可能性が高いと言える。
	 若年無業者が就業場面において最も重視する職
業能力は、「他者理解能力」であり、「身体能力」「交
渉・指導力」なども重視する傾向にあることが明
らかとなった。一方で、「物を扱う能力」「情報処
理能力」「創造力」「企画・実行力」「数的処理能力」
は就業場面においてあまり重視されない傾向が見
られた。また、男性のほうが女性よりもいくつか
の職業能力を重視しやすい傾向が見られ、男性の
方がより具体的に就労においての「能力」につい
て重視していることが示唆される。
	 著者の予想に反して、年齢は各職業能力重視傾
向に影響しなかった。未就労期間、自立支援施設
利用期間は８つの職業能力の重視傾向に何らかの
影響を及ぼしてはいたものの、彼らの職業能力重
視傾向に強く影響する要因ではなかった。
	 ソーシャルサポート重視傾向においても、性別・
就労経験・年齢・未就労期間・自立支援施設利用
期間との関連は見出せなかった。
	 また、今回用いた８つの職業能力すべてを重要
と感じる傾向が強い若年無業者は、職場において
ソーシャルサポートを重視する傾向が強いことが
明らかとなり、両者に密接な関連があることが示
された。職業能力開発の一つとして、ソーシャル
サポートを重視する傾向を観点の一つに加えても
良いのではないかと考えられる。（なお本研究は、
平成19年度昭和女子大学大学院生活機構研究科心
理学専攻修士論文に加筆・修正を加えたものであ
る）
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